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研究成果の概要（和文）：　国際基準SNAによって定義されるGDP統計は作成国の既存統計に全面的に依存し、各
国が異なる推計方法を確立しているのが現状である。本研究は日中両国のSNAの導入経緯や統計制度、既存統計
の相違を整理し、GDP統計の作成方法を考察した。また、帰属家賃の推計方法や実際の統計値を考察し、持ち家
率が8割以上の今日でも中国の推計方法は本質的に変更していないことを問題点として提起した。さらに中国実
質GDP推計に主に使用されるシングルデフレーション法のバイアスの問題について独自の考察を行った。本研究
は中国を含め、発展途上国及びMPS体系からSNA体系への移行国のGDP統計の解明に一助になることを期待した
い。

研究成果の概要（英文）：　China’s rapid economic growth has been accompanied by a high level of 
interest in its GDP and rate of economic growth. This research first surveys the arguments 
concerning China’s GDP statistics and the retroactive GDP revisions by the National Bureau of 
Statistics spanning from the 1990s until the present day, and subsequently examines the estimation 
methods for China’s nominal and real GDP in comparison with Japan. It also discusses imputed rents 
in detail, which is an important cause of underestimation of China’s GDP and, in particular, the 
GDP of its tertiary industry, while drawing comparisons with Japan. Finally, the book examines the 
problem of bias in the single deflation approach, which is mainly used for estimating China’s real 
GDP. These analyses will be especially useful to economists and professionals in the field, in 
addition to those interested in the Chinese economy and its GDP statistics.

研究分野： 国民経済計算論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
中国の経済成長率や GDP 統計の評価をめ

ぐって、世界中の研究者から各種メディアま
で様々な形で大きな関心が集まってきた。そ
のなかでも中国の GDP 統計への不信は根強
い。その理由の１つはここ 30 年来の驚異的
な経済成長にあるだろう。しかしもう一つ重
要な視点は中国が移行国であることだ。経済
体制は、中央集権的な計画経済から市場経済
を中心とする体制への移行が行われたが、マ
クロ経済指標の作成においては MPS
（Material Product System、物的生産体系）
体系から SNA（System of National 
Accounts）体系への移行でもあった。一方、
日本は SNA の先進国である。 
十数年前（2004 年）から中国 GDP 統計に

関する研究に着手し始めた。この研究を前半
と後半に分けるとすれば、前半のほぼ 5 年間
は専ら関連文献の翻訳と検討に集中した。そ
れまで中国 GDP 統計は世界の謎であり、中
国国家統計局による公式解説となる文献が
ほとんど存在せず、唯一、中国国家統計局の
許憲春氏の個人としての論文が多数発表さ
れていた。許氏の論文集や関連マニュアルの
翻訳を行った。主な成果として、中国の国民
経済計算マニュアルを翻訳し（李潔訳(2006)
『中国国民経済計算体系 2002』法政大学日
本統計研究所『統計研究参考資料』No.94 
1-94）、2009 年に分厚いコメント付きの許憲
春氏論文集の日本語訳として出版した（許憲
春著、作間逸雄監修、李潔訳者代表（2009）
『詳説 中国 GDP 統計-MPS から SNA へ』
新曜社、ISBN:978-4-7885-1152-1）。 
このように長い準備期間を経て、2011 年に

本課題研究の科研費を得た。この 6 年間に日
本語を中心に英語や中国語を含めて 10 数本
の研究論文を公表し、2016 に英文研究単著
『China’s GDP statistics – Comparison 
with Japan』を出版した。 

 
２．研究の目的 
社会経済に関連するほとんどすべての統

計データを動員して推計される GDP 統計
（gross domestic product，国内総生産）は、
経済統計の集大成といえる。それは経済の全
体像を国際比較可能な形で記録することを
目的にして定められている国際基準である
SNA によって定義されるが、この高度な加工
統計は当然ながら作成国の既存統計に全面
的に依存し、実際、各国がそれぞれ異なる推
計方法を確立しているのが現状であり、特に
日本のような先進国と中国のような発展途
上国の GDP 推計方法は、両国における SNA
の導入経緯や統計制度、既存統計の相違によ
って大きく異なっている。 
この研究は、中国を含め、発展途上国およ

び MPS 体系から SNA 体系への移行国の
GDP 統計の解明に一助になることを期待し
たい。 

 

３．研究の方法 
本研究は、中国 GDP 統計の推計方法や推

計結果の現状と課題を見る際に、日本と比較
することによってそれらがより明白になる
ことを示したいと考えた。 
この考えに基づき、同研究は日中両国にお

ける SNA の導入経緯や統計制度、既存統計
の相違を整理することから、両国の GDP 統
計作成方法を考察した。また、個別問題とし
て異なる両国での帰属家賃の推計方法や実
際の統計データを考察し、住宅市場が自由化
されていなかった改革開放の初期には止む
を得ないことにしても、持ち家率が 8 割以上
の今日でも、中国の推計方法は本質的に変更
していないことを問題点として提起した。さ
らに、中国実質 GDP 推計に主に使われてい
るシングルデフレーション法のバイアスの
問題について独自の考察を行った。 
 
４．研究成果 
本研究は大きく以下の 5つの部分からなる。 

(1) 中国 GDP 統計をめぐる論争の再考 
1990年代初期に世銀は中国の公式GDPを

過小推計とし、それを 3 割以上も上方調整し
たうえに、世界銀行の公式統計として公表し
た 。この上方調整は 1998 年まで継続され、
1999 年に中国国家統計局は、各調整項目に
対する反論を行い、その取り止めを要請し
た 。一方、2000 年以後、中国の GDP 統計
への不信問題がマスコミにまで広がるきっ
かけになったのは、2001 年に発表されたロ
ースキー論文であった。エネルギー消費量や
雇用増加率の減少などを挙げ、公式統計間の
不整合性を根拠としながら中国の経済成長
率に疑問を呈した。同論文の内容がイギリス
の『ザ・エコノミスト』、アメリカの『ニュ
ーズ・ウィーク』などのメディアに次々と紹
介され 、日本でも大きく取り上げられ、そ
の後、さらに研究者まで関連する論考が数多
く発表され 、中国 GDP 統計への関心が高ま
った。このような中国 GDP 統計が国際的に
注目されてきた経緯・背景についてサーベイ
を行い、また、こうした批判の一部に対する
中国国家統計局の反論や対応を、これまでの
遡及改訂、さらに MPS 概念に基づく GDP
推計の問題などを含めて考察した。そこから、
広くマスコミで取り上げられてきた中国
GDP の水増し（過大評価）の問題について、
むしろ正反対の可能性があること、つまり、
国家統計局はこれまで中国 GDP を保守的に
過小推計してきた可能性が示唆される。 
また、中央政府の発表する GDP 統計と地

方政府の GRP との整合性の問題の捉え方と
して、地方統計作成機構が地方政府の業績作
りのため、統計データの水増しが激しいとの
指摘は多く見受けられる。つまり、各地域
GRP のほうが過大評価されているという見
方である。しかし、これは真実の一面に過ぎ
ず、もう一つの見方ができる。すなわち、経
済の実態に対する統計上捕捉の不十分さは



「水増し」と同じぐらい深刻という見方であ
る。実際、開差率がピーク値である 19.26％
に達した 2004 年は、第 1 回経済センサスの
結果に基づき、国の GDP が 16.81%も上方修
正され、結果的に各地域 GRP の合計値に近
づいたことになった。さらに、経済センサス
に漏れがあり、その上方修正が不十分との指
摘もある。改訂前の GRP 合計値と改訂後の
GDP とは産業別付加価値の内訳に違いがあ
るものの、集計値としての GRP は、地方の
水増し分と実態に対する統計上捕捉の不十
分さが相殺する形になったといえる。その後、
同じ展開は第 2回経済センサスの対象年であ
る 2008 年にも再演された。 

 
(2) 日本と中国のＧＤＰ統計作成の比較 
日中両国における SNA の導入経緯や統計

制度、既存統計の相違を整理することから、
両国の GDP 統計作成方法を考察した。 

GDP 三面等価は経済学で最も重要で基本
的な概念であるが、この原理的三面等価に統
計からの接近を実現するために、1968SNA
では投入産出フレームワークが勘定体系に
導入された。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

上図で示されているように、日本は年次ベ
ースでは、1968SNA 以来提唱されるこの物
的接近法をほとんど忠実に実践してきた。産
業連関統計はフィルターとしての役割を果
たし、生産側GDPは付加価値法、支出側GDP
はコモディティ・フロー法によって推計され
ている。このため、本来の三面の「統計上の
不突合」は産業連関統計作成の過程で調整さ
れ、両者の開差率をほぼ 1％に抑えている。
そして、伝統的に支出側 GDP を基準として
いる 。 
一方、中国では、計画経済期に物的生産物

バランス体系（MPS）に準拠して国民所得統
計が作成されていたことはよく知られてい
る。中央計画経済から社会主義市場経済への
移行は、MPS ベースの国民経済計算統計が
SNA ベースの統計へ移行するプロセスでも
あった。GDP 統計作成の枠組みも当然なが

らこうした歴史的背景の中で構築されてき
た。中国の場合、5 年ごとに産業連関表が作
成されるが、基礎統計の制約を受け年次ベー
スでの整備がなく、GDP 統計は産業連関表
との連携がほとんどなく、諸統計から人的推
計法によって各産業の付加価値と各支出項
目が別々に推計されるため、両者の開差は日
本より大きい。また、基礎統計が相対的に充
実している生産側の推計値を基準 GDP とし
ている。 

 
(3) 中国第三次産業 GDP 過小評価の可能性 
中国国家統計局は 2004 年に実施された第

１回経済センサスの後に、中国 GDP を
16.8％上方修正、そのうち、不動産業 GDP
を 159.6%上方修正した。一方、ほぼ同じ時
期に内閣府が平成 12 年基準改訂とともに不
動産業 GDP を 15.9％下方修正した。しかし、
こうした修正後の推計値から見ても中国の
住宅サービスは日本と比べなお過小評価と
考えられる。実際、2011 年でも中国不動産業
付加価値対 GDP 比はわずか 5.6%であり、こ
れは日本 12%の半分以下で、日本 1955-56
年の水準に当ることになる。不動産業 GDP
のうち、6 割以上が帰属家賃によるものであ
る。 
本研究では、中国 GDP 統計における帰属

家賃の推計方法を考察した。日本の市場家賃
アプローチに対して、中国現行のコスト・ア
プローチによる推計を問題提起し、住宅市場
が自由化されていなかった改革開放の初期
には止むを得ないことにしても、持ち家率が
9 割になる今日でも、中国の推計方法は本質
的に変更していないことを問題点として提
起している。また、関連する GDP 統計につ
いて日本と比較しながら検討した。これらの
考察から、中国 GDP、特に第三次産業 GDP
の過小評価の可能性を提示した。さらに、今
後その推計方法を変更すれば、中国 GDP は
さらに上方修正される可能性があることが
示唆された。 
 
(4) 日中実質ＧＤＰ統計作成の比較 
生産規模の変動を見るための経済成長率

は実質 GDP から算出される.実質 GDP の推
計方法についても日本と中国について考察
した。 
日本では、世界的に見ても珍しいほどの詳

細な産業連関統計と豊富な物価指数がある。
実質化にあたって、約 2000 品目に対応する
各種物価指数が用いられている。従来では固
定基準方式であったが、2005 年からさらに
連鎖方式も導入して、各需要項目実質値を求
め、その連鎖方式による集計値を基準実質
GDP とし、これを用いて経済成長率が算出
される。また、約 400 品目の産出額と中間投
入の名目値をそれぞれデフレートし、その実
質値の差額として実質付加価値額を求める。
生産側の実質 GDP はこのダブルデフレーシ
ョン法によって算出されるため、実質 GDP



の二面等価が図られている。 
一方、中国では実質 GDP 推計に使用でき

る基礎統計は必ずしも豊富とはいえず、とく
に物価指数の分野では、日本に比べかなり貧
弱である。近年、速いペースで整備されつつ
あるものの、まだ物価指数の分類が粗く、と
くにサービス業に関する生産者価格指数や、
輸出入品に関する価格指数は未作成の状態
である。実質 GDP については、支出側の推
計がなく、生産側のみになっている.また、前
述したように年次ベースの産業連関表がな
いため、ダブルデフレーション法が利用でき
ず、各産業の付加価値は主としてシングルデ
フレーション法、一部は数量指数を使った外
挿法によって推計されている.経済成長率は
この生産側の実質 GDP から算出される。 
また、国際基準である SNA では、実質付

加価値の測定についてどのように勧告され
てきたかを考察した。 

1968SNA では、実質付加価値の推計に「他
のはるかに粗野な諸方法」を退け、ダブルデ
フレーション法の使用が勧告された。日本で
は、この勧告を受け、1978 年の「新 SNA」
移行にダブルデフレーション法が全面的に
採用され、実質 GDP の二面等価を図ってき
た。この経緯もあって、日本では、今日でも
ダブルデフレ―ション法による付加価値の
実質化は当然で唯一の方法と考えられてい
る。 

1993SNA でも、付加価値の数量測度とし
てダブルデフレーション法が依然として勧
告されたが、同時に問題点として「ダブルデ
フレーション法は、産出と中間消費の両系列
の測定誤差の影響を受けるため、誤差が累積
しやすく、付加価値系列を極端に誤差に敏感
にしてしまう。とくに、その産出に対して付
加価値の比率が小さい産業では問題が大き
い」と言明する。そこで、1993SNA では、「場
合によっては、誤差をもつ 2 つの系列の差額
として付加価値を測定するという方法を放
棄して、ただ一つの系列を用いて付加価値の
数量的な動きを直接的に推計する方が良い
（1993SNA、16.68 段）」と述べている。 
最新の国際基準である 2008SNA では「ダ

ブルデフレーション法は理論的に良いが、し
かしその推計結果は産出数量と中間消費数
量という両系列の測定誤差の影響を受ける。
とくに中間消費に産出 PPI が利用されてい
るにもかかわらず、その中間消費に多くの輸
入品が使用されている場合に、その誤差の影
響がなおさら大きい。というのは、差額とし
ての付加価値は 2つのはるかに大きい数字に
比べ、わずかであり、それを極端に誤差に敏
感にしてしまう（2008SNA、15.134 段）」と
指摘し、現実経済と推計実務に使用できる価
格指数との乖離の問題まで提示する。すなわ
ち、2008SNA では 1968SNA と異なり、ダ
ブルデフレーション法の方が最善でほかは
次善であるというくだりがどこにもなく、そ
れぞれの推計法に一長一短があり、それらが

並列に提示されている。「シングルインディ
ケーター法（バイアスをもつ結果をもたらす
可能性がある）が採用されるべきか、あるい
はダブルデフレーション法（不安定な結果を
もたらす可能性がある）が採用されるべきか
という選択は、判断に基づくものでなければ
ならない。すべての産業について同じ方法を
採用する必要はない（2008SNA、15.134 段）」
と勧告されている。 
中国の実質付加価値の推計法は、基礎統計

の現状を踏まえた上で、この領域における
1993SNA 及び 2008SNA の勧告内容を十分
吟味した結果と考えられる。2008SNA で例
示された「中間消費に産出 PPI が利用されて
いるにもかかわらず、その中間消費に多くの
輸入品が使用されている場合に、その誤差の
影響がなおさら大きい（前掲）」というケー
スは、まさに加工貿易の多い中国の現状に当
てはまる。中間消費に多くの輸入品が使用さ
れている一方、輸入品に関する価格指数が存
在しない。このような基礎統計の現状から無
理にダブルデフレーション法を導入して不
安定な結果をもたらすことより、シングルデ
フレーション法を中心に、一部は数量指数を
使った外挿法を産業区分によって使い分け
るという賢明な選択をとったといえる。 
 
(5) シングルデフレーション法とダブルデフ
レーション法の大小関係についての考察 

2008SNA はシングルデフレーションに
「バイアスをもつ結果をもたらす可能性が
ある」との指摘に留まり、そのバイアスの方
向を示していない.本研究では、投入産出のフ
レームワークで、産業を中間財と最終財に区
分する場合、産業間における物価水準の相対
変化が、シングルデフレーション法による推
計結果がダブルデフレーション法の推計結
果と比べてどの方向への乖離を生じるかに
ついて考察し、シングルデフレーション法に
よる推計値は、中間財性格産業の価格上昇が
大きい場合に過小に、最終財性格産業の価格
上昇が大きい場合に過大になる傾向がある
という結論を導いた。 
また、日本の接続産業連関表を用いて、上

記の結論に対する検証を行った。1960－2000
年の 40 年間を 4 つの期間に分け、産業を中
間財産業と最終財産業に区分して、各産業に
おける物価水準の相対変化を考察し、その変
化がダブルデフレーション法とシングルデ
フレーション法の推計結果にもたらす影響
を比較分析した。そこから主に以下の傾向が
読み取れた。まず、第一次産業と機械を除く
ほとんどの第二次産業は中間財産業の性格
が強い。また、企業向けサービスを除けば、
ほとんどの第三次産業は最終財産業である。
次に、産業間における物価水準の相対変化に
ついては、オイルショックが発生した
1970-80 年の期間を除けば、傾向として、経
済成長に伴い、第一次産業と第二次産業の産
品価格が相対的に低下し、労働要素価格の上



昇により第三次産業の価格が相対的に上昇
することになる。したがって、全体として、
中間財性格産業の価格が相対的に低下し、最
終財性格産業の価格が相対的に上昇する。 
その結果として、経済成長に伴い、シング

ルデフレーション法から算出される実質経
済成長率は過大評価になる可能性があるこ
とを示唆した。 
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